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Ⅰ 研究の目的

企業が持続的競争優位を確立する源泉として,

有能かつ希少で, 模倣・代替可能性の低い ｢人的

資源｣ の獲得や蓄積の重要性が最初に学術的に公

表され始めてから, 既に 20 年ほどの年月が経過

している (Barney 1991)｡ 今日, 世界中の数多く

の企業で, こうした人材を獲得するための採用・

選抜活動に多大な資源が費やされている｡ 一方,

採用・選抜される側の新卒予定者は, 自己の適職

やキャリア上の成功を求めた職務探索行動 (job

search behavior)1)を通じて, 学校から職業への移

行 (school-to-work transition) を果たすことにな

る｡ とりわけ, 前者の企業側からの採用選抜活動

と競争優位との関係が既存の戦略的人的資源管理

論 (strategic human resource management) にお

いて蓄積されている中で, 近年, 後者に焦点を合
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近年, 新規参入者の求職活動に関する研究への関心が高まりつつあるが, 求職活動研究は,

欧米を中心にこれまで ｢キャリア探索行動｣ と ｢集中的職務探索行動｣ という 2つの概念に

着目し議論がなされてきた｡ しかし, それぞれの概念が個別に独立した研究として行われて

おり, 両概念を統合した包括的な視点からの職務探索行動プロセスを検討することが求めら

れ, さらにその規定要因と結果要因を含めた職務探索行動プロセスの因果関係を明らかにす

る必要性が指摘されている｡ そこで, 本研究では既存研究のレビューに基づき仮説と分析枠

組みを導出し, 新規参入者に対して複数回行った定量的調査データを用いて, (1)キャリア

探索行動と集中的職務探索行動概念を統合して職務探索行動プロセスを明らかにし, (2)規

定要因として設定した中核的自己評価が職務探索行動プロセスにいかなる影響を与え, 職務

探索行動プロセスが就職活動結果に対していかなる影響を及ぼすのかを明らかにすることを

試みた｡ その結果, 第 1に職務探索行動プロセスについて, キャリア探索行動が集中的職務

探索行動を高めることが明らかになり, 第 2に, 規定要因と職務探索行動プロセスとの関連

において, 中核的自己評価の高い新規参入者は, キャリア探索行動を介して, 集中的職務探

索行動を高めることが示された｡ 第 3に, 職務探索行動プロセスとその結果との関連におい

て, 集中的職務探索行動を媒介して, 新規参入者のキャリア探索行動が就職活動結果 (内定

企業数・会社満足度) に対して有意な正の影響を及ぼすことが明らかになった｡
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わせた新規参入者2)の職務探索過程に関する研究

が, キャリア論の研究者および実務家の間で, 高

い注目を集めつつある (e.g., Kanfer, Wanberg &

Kantrowitz 2001; Wanberg, Watt & Rumsey 1996)｡

加えて, 近年の研究では, この職務探索行動が入

社前のキャリア選択上の問題にとどまらず, 入社

後のキャリア発達, とりわけ組織適応をも規定す

る重要な個人活動として位置づけられつつあり

(Takeuchi & Takeuchi 2009), その重要性は一層

高まってきているといえる｡

職務探索行動研究は, 主に 2つの概念を中心に

検討が行われてきている｡ 1 つは, 就職活動中の

個人の自己理解や職業理解, キャリアガイダンス

などのキャリアに対する情報探索活動を意味する

｢キャリア探索行動 (career exploration)｣ に焦点

を当てた研究であり (e.g., Blustein & Phillips

1988; Phillips & Blustein 1994; Stumpf, Austin &

Hartman 1984; Stumpf & Hartman 1984), もう 1

つは, 一定期間における特定の職務を探索する上

で必要な行動 (履歴書やエントリーシートの送付及

び, 学校のキャリアセンター (進路支援室) の利用

など) をどの程度行ったかを指す ｢集中的職務探

索行動 (job search intensity)｣ (e.g., Cote, Saks &

Zikic 2006; Saks 2006; Wanberg et al. 2005;

Wanberg, Kanfer & Rotundo 1999) に関する研究

である｡ しかしながら既存の研究では, このキャ

リア探索行動と集中的職務探索行動は, それぞれ

個別に独立した研究として行われており, 両概念

を統合した包括的な視点からの職務探索行動プロ

セスを検討する研究は, これまでほとんど行われ

ていない｡ 新規参入者の職務探索行動は, 求職活

動段階によってその内容が変化する可能性が指摘

されており (Saks & Ashforth 2000), キャリア

探索行動と集中的職務探索行動の双方を同一の研

究枠組みの中に組み込み, 職務探索行動プロセス

を体系的に明らかにすることは, 研究上及びキャ

リア実践上極めて重要な意義をもつ｡

その一方で, 新規参入者の職務探索行動が, ど

のような要因によって影響を受け, 内定獲得数な

どの就職活動結果に対してどのような影響を及ぼ

すのかという, 規定要因と結果要因を含めた職務

探索行動の因果関係を明らかにする研究の必要性

が指摘されている (e.g., Cote, Saks & Zikic 2006;

Kanfer, Wanberg & Kantrowitz 2001)｡ その中で

も, 職務探索行動の規定要因としては, 様々な研

究領域からのアプローチが考えられる｡ 例えば,

教育学のキャリア教育 (進路指導) 論では, 学校

場面におけるキャリア教育体系が, 新規参入者の

職務探索行動の促進に大きな影響を及ぼすものと

して, 具体的内容の検討が行われている｡ また社

会学 (組織社会学) では, 紐帯 (ties: Granovetter

1995) という人と人とのつながりを示す社会的ネッ

トワークの程度が, 求職者 (特に, 転職者) の職

務探索行動を決定づける重要な規定要因として考

えられ, 求職者の有する社会的ネットワークが職

務探索行動に対していかなる影響を及ぼすのかに

ついての経験的事実の蓄積が行われてきている

(Wanberg, Hough & Song 2002)｡ その一方で,

組織行動論 (組織心理学) では, 欧米を中心にし

て個人差 (individual differences) に着目し, 職務

探索行動との関連を明らかにする試みが行われつ

つあるが (e.g., Kanfer, Wanberg & Kantrowitz

2001; Reed, Bruch & Haase 2004), わが国では必

ずしも十分な検討が行われていないのが現状であ

る｡ 特に個人差の中でも, パーソナリティの 5因

子モデル (five factor model) は, 職務探索行動

の促進・阻害に大きな役割を果たすことがこれま

でに報告されているが (e.g., Reed, Bruch & Haase

2004), 個人が自己の価値や能力, 有能さに対し

て抱く基本的評価である ｢中核的自己評価 (core

self-evaluations)｣ と職務探索行動との関連を明ら

かにすることが, 近年求められている (Wanberg

et al. 2005)｡

以上のような背景を踏まえ, 本研究では新規参

入者に対して複数回行った定量的な調査データを

用いて, 以下の 2点を実証的に検討することを目

的とする｡ 第 1に, 新規参入者の職務探索行動プ

ロセスについて, キャリア探索行動と集中的職務

探索行動概念を統合して明らかにし, 第 2に, 中

核的自己評価が職務探索行動プロセスにいかなる

影響を与え, 職務探索行動プロセスが就職活動結

果に対していかなる影響を及ぼすのかを明らかに

する｡
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Ⅱ 概念的枠組み

1 職務探索行動プロセス

職務探索行動研究における中心的概念の 1つで

あるキャリア探索行動は, 主に求職者のキャリア

に対する情報収集行動を意味し, キャリアレディ

ネスを高めると考えられている｡ すなわち, 就職

活動中の個人が自己理解や職業理解, キャリアガ

イダンスなどのキャリアに対する探索行動を行う

ことによって, より良いキャリア選択に結びつき,

その後の組織及び職務への適応につながると考え

られている (e.g., Blustein & Phillips 1988; Stumpf,

Colarelli & Hartman 1983; Stumpf & Lockhart

1987)｡ 研究面ではこれまでに自己キャリア探索

行動 (self exploration) と環境キャリア探索行動

(environmental exploration) という 2 つの下位次

元が考えられ, 前者が自己理解を目的としたキャ

リア探索行動を意味し, 後者が職業や業界, 企業

理解を目的としたキャリア探索行動を意味する

(Stumpf, Colarelli & Hartman 1983)｡

その一方で, 集中的職務探索行動は, 求職者が

ある一定の期間において, 履歴書やエントリーシー

トの送付及び, 学校のキャリアセンター (進路支

援室) の利用など, 特定の職務を探索する上で必

要な行動をどの程度行ったかを尋ねる概念である

(Kanfer, Wanberg & Kantrowitz 2001)｡ これまで

に, 就職活動結果との関連などが報告されており

(e.g., Saks 2006), キャリア探索行動と同様に職

務探索研究の中心的概念として捉えられている｡

キャリア探索行動と集中的職務探索行動はとも

に, 求職者の職務探索行動の実態を明らかにする

上で重要な概念であるが, キャリア探索行動が主

としてキャリア論や職業心理学, 集中的職務探索

行動が人事心理学や組織行動論という, それぞれ

独立した異なる研究領域で研究がなされてきた｡

それ故, キャリア探索行動と集中的職務探索行動

を同一の研究で扱う本研究では, 新規参入者の包

括的な職務探索プロセスの中で, 両者がいかなる

関係性にあるのかを議論する必要がある｡ この点

について, 数少ない研究の中でも, 職務探索行動

プロセスの段階モデルを提示している研究が有益

である｡ Barber et al. (1994) は, 職務探索行動

は論理的な連鎖によって行われ, 職務探索期間の

中で, 求職者の職務探索行動の内容は段階ごとに

順次的かつ計画的に変化をしていくことを示して

いる｡ また, 段階ごとに変化する職務探索行動の

内容に関して, Blau (1994) は, 準備的職務探索

行動 (preparatory job search behavior) と積極的

職務探索行動 (active job search behavior) の 2

つの要素に職務探索行動が分けられるとしている｡

準備的職務探索行動は, キャリアに関する情報収

集活動やキャリア計画の策定を意味し, 積極的職

務探索行動は, 履歴書 (エントリーシート) の作

成や送付などの具体的かつ実際的な職務探索の行

動を意味している｡ すなわち, 前者の準備的職務

探索行動は, 本研究におけるキャリア探索行動に

該当し, 職務探索行動の準備的行動を指すのに対

し, 後者の積極的職務探索行動は, 本研究におけ

る集中的職務探索行動とほぼ同義であり, 職務探

索のための実際的行動として位置づけることが可

能である｡

以上の議論より, 準備的な行動を意味するキャ

リア探索行動は, より具体的・実際的な集中的職

務探索行動の先行要因となっていることが考えら

れる｡ すなわち, 新規参入者は職務探索過程にお

いて, キャリア探索行動を通じて, 自己について

の理解を深めるとともに, 具体的な職業や業界に

対する情報を収集し, その結果, 職業についての

希望や目標を明確にしていく｡ そして, 明確になっ

た自己の職業に対する目標をもとに, 企業へのエ

ントリーシートの送付や就職面接を受けに行くな

どの集中的職務探索行動が行われると推測される｡

また, 目標設定理論 (e.g., Locke & Latham 2002)

から, キャリア探索行動によって, 具体的に自己

のキャリア目標を設定するほうが, キャリア目標

達成に向けた実際的な行動である集中的職務探索

行動がより高まると考えられる｡ したがって, 新

規参入者のキャリア探索行動は, 集中的職務探索

行動の先行要因となり, 集中的職務探索行動の喚

起を促すことが示唆される｡

2 中核的自己評価と職務探索行動プロセス

個人の傾性 (dispositon) の 1 つである中核的自
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己評価概念は, ｢個人が自分自身の価値や能力,

有能さに対して抱く基本的評価｣ (Judge, Bono &

Erez 2005: 257) と定義される｡ この中核的自己

評価は, (1)自尊心 (self-esteem : 自己の価値や重

要性の認知), (2)神経症傾向 (neuroticism : 感情

的な安定性), (3)統制の所在 (locus of control : 人

生の出来事や状況をコントロールできる程度の認知),

(4)一般的自己効力感 (generalized self-efficacy :

様々な事柄に対処するための自己能力に対する一般

的な自信) の 4 つの特性から構成されている｡ 初

期の研究では上記の 4側面を含む多次元尺度とし

て測定が試みられていたが, その後の妥当性検証

によって, 4 つの特性は 1次元であることが確認

され, 定着している (Boyar & Mosley 2007; Judge

et al. 2003; Wanberg et al. 2005)｡ とりわけ, 近

年, 求職者の職務探索行動に影響を与える重要な

要因として, 中核的自己評価の検討がなされ始め

ている (Wanberg et al. 2005)｡

自己制御理論 (self-regulation theory) によると,

新規参入者の職務探索行動プロセスは, 目標達成

に向けた自己制御プロセスとみなすことができる

(Kanfer, Wanberg & Kantrowitz 2001)｡ すなわち,

本人が希望する職業や待遇と一致する企業から内

定を獲得するという職務探索目標の達成には, 新

規参入者各人に非常に自律した行動が求められる｡

具体的には, 個人が職務探索目標を設定し, その

目標達成に向けた行動を起こし, 達成するまでそ

の職務探索行動を続けていくことが必要であるが,

その一連のプロセスが自己制御プロセスと考えら

れるのである｡ 加えて, 職務探索目標を自己や環

境に関するキャリア情報を収集しながら設定する

行動が, キャリア探索行動であり, その設定した

目標の達成に向けての実際的な職務探索行動が,

集中的職務探索行動と捉えられる｡

この自己統制プロセスに対して, 社会的認知理

論 (e.g., Bandura 1986) では, 新規参入者の中核

的自己評価が, 職務探索行動プロセスに影響を及

ぼすと考えられている (Kanfer Wanberg &

Kantrowitz 2001)｡ すなわち, 中核的自己評価の

高い新規参入者ほど, 自律的に行動し, 目標を達

成することができるという自己効力感が高いため,

自己理解や職業理解などのキャリア探索行動を行

うことができ, その結果, 集中的職務探索行動も

高まることが考えられる｡ 中核的自己評価とキャ

リア探索行動との関連を直接的に検討している実

証研究はこれまでにないが, 類似概念である自己

効力感 (キャリア探索自己効力感やキャリア意思決

定自己効力感など) がキャリア探索行動に対して

有意な正の影響を及ぼすことが実証的に明らかに

なっている (e.g., Bartley & Robitschek 2000; Nauta

2007; Rogers, Creed & Glendon 2008)｡

以上の一連の議論から, 新規参入者の中核的自

己評価が, キャリア探索行動に対して有意な正の

影響を与え, キャリア探索行動が, 集中的職務探

索行動に対して有意な正の影響を与えることが考

えられ, 以下の仮説が設定された｡

仮説 1 新規参入者のキャリア探索行動 (自己キャ

リア探索行動 (仮説 1a), 環境キャリア探索行動

(仮説 1b)) は, 中核的自己評価と集中的職務

探索行動との関係を媒介しているだろう｡ す

なわち, 中核的自己評価はキャリア探索行動

に対して有意な正の影響を及ぼし, キャリア

探索行動は集中的職務探索行動に対して有意

な正の影響を及ぼすだろう｡

3 職務探索行動プロセスと就職活動結果

新規参入者の就職活動における結果指標は, 研

究文脈を十分に考慮した上で設定することが重要

であると指摘されている (Brasher & Chen 1999;

Saks 2006)｡ 一般的に多く用いられる職務探索行

動の結果指標としては, ｢就職面接回数 (number

of job interviews)｣ (e.g., Brown et al. 2006; Cote,

Saks & Zikic 2006; Saks 2006; Saks & Ashforth

2000; Stumpf, Austin & Hartman 1984) や ｢内定

企業数 (number of job offers)｣ (e.g., Brown et al.

2006; Cote, Saks & Zikic 2006; Saks 2006; Saks &

Ashforth 2000; Stumpf, Austin & Hartman 1984),

正規の職業に就くことができたかどうかという

｢雇用状況 (employment status)｣ (e.g., Cote, Saks

& Zikic 2006; Saks 2006; Saks & Ashforth 2000;

Wanberg, Watt & Rumsey 1996) である｡ しかし

ながら, 個人のキャリア発達には客観的側面と主

観的側面の 2面性が含まれるため, 上記のような
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客観的な就職活動の結果指標だけでなく, 新規参

入者の主観的な結果指標も含めた職務探索行動の

検証が必要である｡ 特に, 主観的側面の結果指標

として, 入社後の ｢職務満足度｣ を含めた研究が

いくつか存在する (Wanberg, Kanfer & Rotundo

1999; Song et al. 2006)｡ ただし, 入社直後の新規

参入者を調査対象としている本研究では, 彼・彼

女らが実際の職務をまだ行っていないため, 結果

指標として ｢職務｣ 満足度を研究に組み込むこと

が必ずしも適切とはいえない｡ そこで本研究では,

就職先企業の ｢会社満足度｣ を主観的な結果指標

として用いることにし, 客観的指標である ｢内定

企業数｣ とあわせて 2変数を設定し, 検討を行う｡

職務探索行動プロセスと就職活動結果との関連

について, 以下の理由から職務探索行動を行うこ

とによって, 就職活動結果が高まることを類推す

ることができる｡ 第 1に, 集中的職務探索行動の

高い新規参入者は, 実際的な就職活動 (エントリー

シートの作成や送付, キャリアセンターの利用など)

を積極的に行っていることを意味するため, 当然

ながら, それを積極的に行っていない新規参入者

よりも結果として内定企業数が多くなると考えら

れる｡ 第 2に, キャリア探索行動を十分に行った

新規参入者は, 自己や環境要因に対する分析が的

確に行われているため, 本人が志望する企業や仕

事内容が明確になっている｡ つまり, 志望する企

業や仕事内容が明確になった上で, 集中的職務探

索行動を行うため, 自分の希望に沿った企業への

内定獲得の可能性が高まり, 結果として会社満足

度が高まると考えられる｡ 第 3に, 自己や環境要

因に対する分析をした上で, 集中的職務探索行動

をすることは, それを行っていない新規参入者に

比べて, 採用面接場面においてより質の高い回答

ができると考えられている (Stumpf, Austin &

Hartman 1984)｡ それ故, キャリア探索行動を踏

まえて集中的職務探索行動を十分に行った新規参

入者は内定企業数が多くなると考えられる｡

上記の推論に支持的な実証結果が, 断片的では

あるが若干報告されている｡ 例えば, Saks (2006)

は, 大学生を対象にした調査を実施し, 集中的職

務探索行動が内定企業数に対して有意な正の影響

を与えることを明らかにしている｡ また,

Kanfer, Wanberg and Kantrowitz (2001) では,

メタ分析の結果から, 集中的職務探索行動と内定

企業数との間の有意な正の相関を報告している｡

さらに, Werbel (2000) では, 大学生を対象にし

た調査結果から, 集中的職務探索行動が職務満足

度に対して有意な正の影響を及ぼすことを見出し

ている｡

以上より, キャリア探索行動が集中的職務探索

行動に対して有意な正の影響を与え, キャリア探

索行動によって高められた集中的職務探索行動が,

内定企業数と会社満足度を高めることが考えられ

る｡ したがって, 以下の仮説が設定された｡

仮説 2 新規参入者の集中的職務探索行動は,

キャリア探索行動と就職活動結果 (内定企業

数 (仮説 2a)・会社満足度 (仮説 2b)) との関

係を媒介しているだろう｡ つまり, キャリア

探索行動は集中的職務探索行動に対して有意

な正の影響を及ぼし, 集中的職務探索行動は

就職活動結果 (内定企業数・会社満足度) に対

して有意な正の影響を及ぼすだろう｡

なお, 以上の議論を踏まえて, 本研究の分析フ

レームワークを設定すると図 1のとおりである｡

企業に入社したばかりの新規参入者に対して実施

した 2回の定量的調査 (調査 1・調査 2) によって,

仮説 1及び仮説 2の検証作業を行っていく｡

Ⅲ 調査 1の方法と結果 中核的自己評

価と職務探索行動プロセスとの関係検証

1 調査 1の方法

(1)方法

調査 1 は 2007 年 4 月初旬から上旬にかけて企

業の新入社員研修 (56 社) において実施された｡

調査対象は, 2007 年 4 月入社の新卒採用者であ

る｡ 調査実施に際しては, 調査者が各社の新入社

員研修の場に赴いた上で, 調査趣旨を説明した後

に質問紙を配布し回答を依頼した (集合一括調査)｡

なお, 回答者から信頼性の高いデータを得るため

に, (1)調査者が直接訪問するとともに回答され

た調査票の回収を行い, (2)回答データは研究目
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的のみに使用され, 各所属企業は調査データに一

切関与しないこと, (3)個人の回答は一切特定さ

れることはなく, 統計分析は集団を単位としてな

されることが回答者に伝えられ, 調査回答への配

慮を行った｡ その結果, 調査票は全員から回収さ

れ, 合計 297 部の有効回答を得ることができた

(有効回収率 : 100.0％)｡

回答者の平均年齢は, 19.8 歳 (SD＝2.44), 男

女構成比は男性が 66.6％, 女性が 33.4％であっ

た｡ 学歴構成比率は, 高校卒 (60.3％), 専門学

校卒 (7.5％), 短大卒 (4.7％), 大学 (大学院含)

卒 (27.5％) である｡ 所属企業の業種は, 製造業

(76.8％) を中心に, 以下, 卸売・小売業 (12.1％),

サービス業 (5.4％), 建設・不動産業 (3.4％),

その他 (2.3％) である｡

(2)測定尺度3)

各変数の回答尺度は, すべて ｢1＝そう思わな

い｣ から ｢5＝そう思う｣ までの 5 段階評定を用

いて測定している｡

中核的自己評価 Judge et al. (2003) を参考に

した 6項目を用いて測定した (�＝.75)4)｡

キャリア探索行動 Stumpf, Colarelli and Hart-

man (1983) による尺度を参考にした 9 項目 (自

己キャリア探索行動尺度 5項目 (�＝.85), 環境キャ

リア探索行動尺度 4項目 (�＝.71)) を用いた｡

集中的職務探索行動 Blau (1994) による尺度を

参考にした 5項目を用いて測定した (�＝.77)5)｡

コントロール変数 新規参入者 (学生) を対象に

している欧米の先行研究では, コントロール変数

をほとんど設定していないが (e.g., Cote, Saks &

Zikic 2006; Nauta 2007; Reed, Bruch & Haase 2004;

Saks 2006), わが国企業における新卒採用の文脈

を考慮し, ｢性別｣ (0＝｢女性｣, 1＝｢男性｣ のダミー

変数) と ｢学歴｣ (1＝｢高校卒｣, 2＝｢専門学校卒｣,

3＝｢短大卒｣, 4＝｢大学 (大学院含) 卒｣) の 2 変数

を設定した6)｡

2 調査 1の結果 :仮説 1の検証

キャリア探索行動を媒介にした中核的自己評価

から集中的職務探索行動への影響 (仮説 1a・1b)

を明らかにするために, Cole, Walter and Bruch

(2008) の分析手続きに従い, 検証を行う｡ Cole,

Walter and Bruch (2008) では, これまでの媒

介関係の検証方法とは異なる新たな方法の必要性

を論じ, 媒介関係が検証されるためには, (1)独

立変数 (中核的自己評価) から媒介変数 (キャリア

探索行動) への有意な直接的影響, (2)媒介変数

(キャリア探索行動) から従属変数 (集中的職務探

索行動) への有意な直接的影響, (3)媒介効果の

ソベル検定 (ブートストラップ法) に基づく有意

性, の 3つの条件が満たされることを指摘してい

る｡ そこで本研究では, (1), (2)については, 観

測変数に基づく共分散構造分析を行い, (3)につ

いては, 複数の媒介変数 (自己キャリア探索行動
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と環境キャリア探索行動) を設定しているため,

Preacher and Hayes (2008) に基づくブートス

トラップ法のソベル検定を実施して, 検証を行う｡

性別と学歴を統制し, キャリア探索行動を媒介

にした中核的自己評価から集中的職務探索行動へ

の影響過程をモデル化した共分散構造分析を行っ

た結果 (図 2), 本研究の仮説モデルは, データと

の高い適合性を有していることが明らかになった

(��＝1.00, n.s.; AGFI＝.98; NFI＝.99; RFI＝.94)｡

以下, 各パスについて検討を行っていく｡

第 1に, 中核的自己評価からキャリア探索行動

への影響についてみると, 自己キャリア探索行動

ならびに環境キャリア探索行動に対して中核的自

己評価が有意な正の影響を与えることが明らかに

なった (それぞれ, �＝.35, p＜.001; �＝.38; p＜

.001)｡ この結果は, 中核的自己評価の高い新規

参入者ほど, キャリアに関連する自己あるいは環

境要因に関する情報収集を積極的に行うことを示

すものである｡

第 2に, キャリア探索行動から集中的職務探索

行動への影響に関しては, 自己キャリア探索行動

から集中的職務探索行動への有意な正の影響 (�

＝.17, p＜.01), 及び環境キャリア探索行動から

集中的職務探索行動への有意な正の影響 (�＝.21,

p＜.001) が示された｡ このことは, 新規参入者

の職務探索行動プロセスとして, 準備的行動とし

てのキャリア探索行動を積極的に行うほど, 実際

的行動である集中的職務探索行動がより行われる

ことが明らかになった｡

最後に, 中核的自己評価と集中的職務探索行動

との関係において, キャリア探索行動 (自己キャ

リア探索行動・環境キャリア探索行動) の媒介効果

を明らかにするために, ブートストラップ法

(sample 数＝5000) のソベル検定を行った｡ その

結果, 自己キャリア探索行動の媒介効果は, M＝

. 080 (p＜.05; SE＝.036; 信頼区間 (95％) : 下限＝

. 015, 上限＝.159) であり, 有意な媒介効果が確

認された｡ また, 環境キャリア探索行動の媒介効

果は, M＝.109 (p＜.01; SE＝.042; 信頼区間

(99％) : 下限＝.016, 上限＝.236) であり, 統計的

に有意であることが明らかになった｡

以上の一連の分析結果より, Cole, Walter and

Bruch (2008) による 3 つの条件をすべて満たし

ていることが確認され, キャリア探索行動次元の

自己キャリア探索行動と環境キャリア探索行動の

双方が中核的自己評価と集中的職務探索行動とを

媒介していることが明らかになった｡ したがって,

仮説 1a・1b はともに支持された7)｡
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Ⅳ 調査 2の方法と結果 職務探索行動

プロセスと就職活動結果との関連検証

1 調査 2の方法

(1)方法

調査 2 は, 2005 年 4 月初旬から上旬にかけて

企業の新入社員研修 (55 社) 期間に実施された｡

調査対象は, 2005 年 4 月入社の新卒採用者であ

る｡ 調査 1と同様, 調査は研修期間中に調査趣旨

を説明した後に, 質問紙を配布, 回答を依頼した

(集合一括調査)8)｡ その結果, 調査票は全員から回

収され, 合計 232 部の回答を得ることができた

(回収率 : 100.0％)｡ しかし, 調査対象者に中途入

社者 5名が含まれていたため, それらサンプルを

除外した新卒採用者 227 部を最終的な分析対象と

した (有効回収率 : 97.8％)｡

分析対象者の平均年齢は, 20.78 歳 (SD＝2.30),

男女比では, 男性が 64.8％, 女性が 35.2％であっ

た｡ 学歴構成比率は, 高校卒が 35.2％, 専門学

校卒 11.0％, 短大卒 7.5％, 大学 (大学院含む)

卒 46.3％である｡ そして, 回答者の所属企業業

種では, 製造業 (50.0％) が最も多く, 卸売・小

売業 (17.7％), サービス業 (5.8％), 建設・不動

産業 (4.9％), 情報・通信業 (1.3％), 運輸業 (0.9

％), その他 (19.5％) となっている｡

(2)測定尺度9)

キャリア探索行動 (5 段階評定 ) Stumpf,

Colarelli and Hartman (1983) による尺度を参

考にした 7項目 (自己キャリア探索行動尺度 3項目

(�＝.84), 環境キャリア探索行動尺度 4 項目 (�＝

. 76)) を使用して測定した｡

集中的職務探索行動 (5 段階評定) Werbel

(2000) による尺度を参考にした 4 項目を使用し

て測定した (�＝.67)10)｡

就職活動結果 本研究では, 主観的結果指標とし

て就職先の ｢会社満足度｣ を使用した｡ Nagy

(2002) の方法に従い, 個人の就職した会社に対

する満足度を 1項目で尋ね, 100 点満点で記入す

るよう回答者に求めた｡ また, 客観的結果指標と

して ｢内定企業数｣ を使用し, 回答者に内定を得

た企業の数を実数で記入するよう求めた｡ 分析で

は, 内定企業数の実数をそのまま使用した｡

コントロール変数 調査 1 と同様に, ｢性別｣ と

｢学歴｣ を設定した｡

2 調査 2の結果 :仮説 2の検証11)

仮説 2a・2b を検証するため, 性別と学歴をコ

ントロールし, 集中的職務探索行動を媒介とした

キャリア探索行動から就職活動結果への影響過程

に関する共分散構造分析を行った｡ その結果 (図

3), 仮説モデルとデータとの当てはまりが良いこ

とが明らかになった (��＝2.36, n.s.; AGFI＝.98;

NFI＝.99; RFI＝.96)｡ 以下, 個別の変数間の関係

について検討する｡

第 1に, キャリア探索行動から集中的職務探索

行動への影響に関して, 自己キャリア探索行動が

集中的職務探索行動に対して有意な正の影響を与

えていることが明らかになった (�＝.37, p＜.001)｡

しかし, 環境キャリア探索行動の集中的職務探索

行動に対する影響に関しては, 有意傾向が確認さ

れるにとどまった (�＝.12, p＜.10)｡ この結果か

ら, 新規参入者がキャリア探索行動の中の自己キャ

リア探索行動を行うことによって, 実際的な職務

探索行動がより行われることが示された｡

第 2に, 就職活動結果に対する集中的職務探索

行動の影響についてみると, 集中的職務探索行動

が内定企業数と会社満足度の双方に対して有意な

正の影響を及ぼすことが明らかになった (それぞ

れ, �＝.16, p＜.05; �＝.19; p＜.01)｡ このことは,

集中的職務探索行動を新規参入者が行うほど, 結

果として内定企業数が多くなり, 就職した会社へ

の満足度も高まることを示す結果といえる｡

最後に, 上記の分析で確認された媒介関係 (自

己キャリア探索行動→集中的職務探索行動→内定企

業数・会社満足度) について, 集中的職務探索行

動が媒介効果を有しているかを明らかにするため

に, ブートストラップ法 (sample 数＝5000) によ

るソベル検定を実施した｡ その結果, 内定企業数

に対する媒介効果が, M＝.049 (p＜.01; SE＝.023;

信頼区間 (99％) : 下限＝.009, 上限＝.146) で, 会

社満足度に対しては, M＝1.504 (p＜.05; SE＝

.708; 信頼区間 (95％) : 下限＝.302, 上限＝3.128)

を示しており, 統計的に有意であることが明らか
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となった｡ したがって, ソベル検定結果から, 集

中的職務探索行動が自己キャリア探索行動と就職

活動結果との関係を媒介していることが確認され

た｡

以上の分析結果から, キャリア探索行動の中で

も自己キャリア探索行動と就職活動結果 (内定企

業数・会社満足度) との間を集中的職務探索行動

が媒介していることが明らかになった｡ その一方

で, キャリア探索行動のもう一つの次元である環

境キャリア探索行動に関しては, 集中的職務探索

行動への影響が有意傾向値 (p＜.10) であり, 環

境キャリア探索行動と就職活動結果との関係にお

いて, 集中的職務探索行動が媒介していると必ず

しも結論づけることはできない｡ したがって, 仮

説 2a と 2b は部分的に支持されたといえる12)｡

Ⅴ 考 察

本研究では, 新規参入者が就職活動時に行う職

務探索行動に焦点を当て, 職務探索行動プロセス

を明らかにするとともに, 職務探索行動プロセス

とその規定要因・結果要因との関連を実証的に明

らかにすることを試みた｡ 以下, 明らかになった

諸点について考察を行う｡

第 1に, 新規参入者の職務探索行動プロセスに

ついて, キャリア探索行動が集中的職務探索行動

を高めることが明らかになった｡ 具体的に, 調査

1 では, キャリア探索行動の自己キャリア探索及

び環境キャリア探索行動の双方が集中的職務探索

行動に対して有意な正の影響を及ぼすことが確認

され, 調査 2では, 集中的職務探索行動に対して

自己キャリア探索行動が有意な正の影響, 環境キャ

リア探索行動が正の影響傾向を示していることが

明らかになった｡ これらの結果をBlau (1994) の

職務探索行動モデルに当てはめて考えてみると,

新規参入者の職務探索行動プロセスとして, 初期

段階でキャリアに関する自己及び環境要因につい

ての情報を収集することによって, 自己のキャリ

ア目標がより明確になり, その後の段階で, 明確

化されたキャリア目標の達成に向けて, 実際的な

行動である集中的職務探索行動を新規参入者が積

極的に行う可能性を示唆するものといえる｡ 先述

のとおりキャリア探索行動と集中的職務探索行動

の両概念を統合して, 職務探索行動プロセスとし

て把握を試みる研究はこれまでほとんど行われて

おらず, 両概念の関係性を明確にし, 職務探索プ

ロセスとして把握することができるという可能性

を提示したという点で, この結果は職務探索行動

研究に対して一定の貢献を果たすものと考えられ

る｡ ただし, 調査 2のキャリア探索行動の 1つの
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環境キャリア
探索行動

注：表中のパス係数は，標準化偏回帰係数を示す。
　　本モデルの適合度は，以下の通りである。χ2（５）=2. 36, n. s. ；AGFI=. 98；NFI=. 99 RFI=. 96
　　δ１，δ２，δ３はそれぞれ，集中的職務探索行動，内定企業数，会社満足度の各観測変数に対する誤差変数を表す。学歴
　　及び性別の各コントロール変数からのパス係数，及び独立変数間の共変動も同時に推定されたが，表の見やすさを重視
　　し表中には記載していない。

図３　キャリア探索行動，集中的職務探索行動，及び就職活動結果の関係に関する共分散構造分析結果
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下位次元である環境キャリア探索行動と集中的職

務探索行動との関連では, その正の影響は 10％

水準の有意傾向にとどまっており, 調査 1の研究

結果との整合性も含めて, 今回の結果に対する慎

重な解釈も必要である｡

第 2に, 中核的自己評価と職務探索行動プロセ

スとの関連において, キャリア探索行動が, 中核

的自己評価と集中的職務探索行動との関係を媒介

していることが示された｡ 具体的には, 調査 1の

結果より, 中核的自己評価がキャリア探索行動に

対して有意な正の影響を及ぼし, 中核的自己評価

によって高められたキャリア探索行動が, 集中的

職務探索行動に対して有意な正の影響を及ぼすと

いう一連の影響過程が明らかになった｡

Wanberg et al. (2005) では, 中核的自己評価と

集中的職務探索行動のみとの関連を検討し, 集中

的職務探索行動に対して中核的自己評価が直接的

に有意な正の影響を及ぼすことを報告している｡

しかし, 本研究で見出された結果から, 中核的自

己評価と集中的職務探索行動との関係をより詳細

に検討すると, 両者間は直接的関係ではなく, キャ

リア探索行動を媒介とした間接的関係であること

を示すものである｡ このことにより, 中核的自己

評価の高い新規参入者が, どのようなメカニズム

を経て集中的職務探索行動を積極的に行うのかと

いう点について, 新たな研究知見を付与するもの

である｡ 特に, 中核的自己評価とキャリア探索行

動, 集中的職務探索行動という 3者間の関係はこ

れまで検討されておらず, 今回見出された発見事

実は研究上, 意義あるものと判断される｡

第 3に, 職務探索行動プロセスと就職活動結果

との関連において, 集中的職務探索行動を媒介と

したキャリア探索行動 (自己キャリア探索行動)

から就職活動結果 (内定企業数・会社満足度) への

影響過程が明らかになった｡ つまり, キャリア探

索行動の中の自己キャリア探索行動が集中的職務

探索行動に対して有意な正の影響を及ぼし, 集中

的職務探索行動が内定企業数と会社満足度の双方

に対して有意な正の影響を及ぼすことが確認され

た｡ 既存の研究 (e.g., Kanfer, Wanberg & Kan-

trowitz 2001) において, 集中的職務探索行動は,

就職活動結果に対して有効であることが報告され

ており, 本研究結果はそれと符合するものである｡

しかし, それら研究の多くは, 就職活動結果とし

て客観的指標 (内定企業数など) のみを用いて検

討している｡ 職務探索行動プロセスの有効性を詳

細に明らかにするためには, 客観的指標のみなら

ず, 個人の主観的指標 (満足度など) を加えた包

括的な結果指標を設定し, それら結果指標に対し

て職務探索行動プロセスがいかなる影響を及ぼす

のかを検討する必要がある｡ したがって, 集中的

職務探索行動が客観的指標である内定企業数と主

観的指標である会社満足度の双方に対して有意な

正の影響を及ぼしていることが確認された点は,

研究上重要な意味を持つものである｡ また,

Zikic and Klehe (2006) では, キャリア探索行

動と就職活動結果との関連を検討し, 環境キャリ

ア探索行動が就職活動結果に対して直接的に正の

影響を及ぼすことを報告している｡ しかし, 集中

的職務探索行動を加えて, キャリア探索行動と就

職活動結果との関連を詳細に検討した本研究結果

から, キャリア探索行動の就職活動結果への影響

は, 直接的な影響関係ではなく, 間接的な影響関

係である可能性を示唆するものである｡ これによ

り, キャリア探索行動から就職活動結果へと至る

より詳細な影響過程を明らかにすることができた

といえる｡

第 4に, 以上の本研究結果は理論的含意だけで

なく, 大学や高校などの教育機関, 企業の人事部,

新規参入者個人に対する実践的な含意をも有する

ものである｡ まず, 教育機関に対しては, 職務探

索行動プロセスの解明により, 職務探索活動中の

新卒予定者に対する自己理解や職業理解の促進を

中心とした初期職務探索段階から, その後の履歴

書やエントリーシートの作成方法, 面接試験対策

などの実際的な職務探索行動を支援する段階へと,

新卒予定者の職務探索段階に応じたキャリアガイ

ダンス及びキャリア支援策の有効性を示唆するも

のである｡ また, 中核的自己評価の低い新卒予定

者は, 高い人に比べて, キャリア探索行動を起点

とする職務探索行動を必ずしも自発的かつ積極的

に行えない可能性があることを本研究結果は示す

ものである｡ したがって, 中核的自己評価の低い

新卒予定者に対しては, キャリアカウンセリング
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などのキャリア支援を学校側が積極的に行うこと

によって, 職務探索行動をスタートさせるきっか

け作りをすることが重要になるであろう｡ ついで,

企業の人事部に対しては, 中核的自己評価が職務

探索行動プロセスを介して結果指標である入社し

た会社への満足度を高めることを本研究結果は示

すものであり, 採用選抜の際の 1つの指標として

中核的自己評価が活用できる可能性を示唆するも

のである｡ つまり, 中核的自己評価の高い新規参

入者は, 入社時点での会社満足度が高いため, そ

の後の円滑な組織適応につながることが推測され

る｡ また, 中核的自己評価は従業員の職務満足や

職務業績を規定する重要な要因であることが既存

研究で明らかになっている (e.g., Bono & Judge

2003; Judge, Bono & Erez 2005)｡ 中核的自己評

価が長期的に安定している個人の傾性概念である

ことを考えると, 入社後の組織適応や将来の職務

業績をも予測するも指標として, 採用選抜時に活

用することができると考えられよう｡ 最後に新規

参入者個人に対して, 一連の職務探索行動プロセ

スを経ることによって, 個人にとって望ましい就

職活動結果が得られる可能性が高くなることを本

研究結果は示唆するものであり, 実践的な意義を

持つものといえる｡

以上, 本研究では, 規定要因ならびに結果要因

を含めた新規参入者の職務探索行動プロセスの解

明に向けて一定の前進を果たすことができたが,

いくつかの制約を有している｡

第 1に, 研究上の課題として, 以下の点を指摘

することができる｡ まず, 本研究では職務探索行

動プロセスの規定要因の解明にあたり, 個人要因

(中核的自己評価) のみからの検討であった｡ キャ

リア論や組織行動論領域では, 中核的自己評価と

職務探索行動プロセスとの関連を明らかにするこ

との重要性が指摘されており, 本研究結果は若干

ではあるが, それに対して貢献を果たすことがで

きたと考えられる｡ しかし, 例えばキャリア教育

の職務探索行動プロセスに与える影響など, 実際

の職務探索行動を規定する要因を考えた場合に,

個人要因からの検討のみでは必ずしも十分とは言

えない｡ したがって, 他の学問領域の研究知見を

統合し, 職務探索行動プロセスの規定要因につい

て包括的に検討することが求められる｡ ついで,

本研究ではわが国の新規参入者の職務探索行動プ

ロセスとして, キャリア探索行動によって集中的

職務探索行動が高められるという仮説を理論的検

討から導出し, 実証分析によって仮説を支持する

結果が確認された｡ しかし, キャリア探索行動が

集中的職務探索行動に対して一方的に影響を与え

るばかりでなく, 場合によってはキャリア探索行

動と集中的職務探索行動の両者を繰り返しながら,

職務探索行動を行っていくという循環的サイクル

の可能性も考えることができる｡ 今後, 職務探索

行動プロセスにおける両概念間の循環的サイクル

の可能性についても検討する必要があるだろう｡

第 2に, 調査方法論上の課題として, 本研究は

新規参入者を対象に入社段階で実施した横断的調

査であり, 縦断的調査によって検討することがで

きなかった｡ このことは, 以下の点において, 再

検討の必要性を示すものである｡ まず, 新規参入

者の職務探索行動プロセスを詳細に明らかにする

ためには, 入社段階での調査に加えて, 同一対象

者に対する求職活動段階での複数回の調査を必要

とするものである｡ 今後, 同一サンプルに対する

求職活動段階での複数回の調査と入社段階での調

査という縦断的調査デザインの枠組みの中から,

職務探索行動プロセスとその結果の解明に向けた

精緻な検討が必要である｡ ついで, 本研究では全

員が内定を獲得した調査対象者による検討であり,

非内定者が含まれていないことである｡ 全員が内

定を獲得した調査対象者によって検討を行ってい

るため, 就職活動結果指標に従来の研究では必ず

しも設定されてこなかった会社満足度という質的

かつ主観的指標を取り込んで検討することが可能

になった｡ しかし, より詳細かつ精緻に検討する

ためには, 内定を獲得できなかったサンプルも含

めて, 新規参入者の職務探索行動プロセスならび

に, その規定・結果要因との関連を検討すべきで

あろう｡ 更に, コントロール変数として, 性別と

学歴のみを設定したが, 文系・理系分類や出身学

校の偏差値など他の変数についてはデータ制約上

の問題もあり, 統制することができなかった｡ 今

後, コントロール変数の更なる吟味とその設定に

よる検討が求められる｡ 最後に, 職務探索行動プ
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ロセスとその規定 (中核的自己評価)・結果要因

(就職活動結果) との関連を検討するにあたり, 調

査 1 (中核的自己評価と職務探索行動プロセス) と

調査 2 (職務探索行動プロセスと就職活動結果) を

用いて, 全体のプロセスを個別に検証するに留まっ

た｡ このことは, 本研究結果にサンプルの等質性

の問題やデータ取得時期の違いなどの問題が含ま

れていることを意味するものであり, 全体の分析

枠組みを 1つの調査によって検討することが求め

られよう｡ したがって, 今後求職活動段階からの

大規模かつ精緻な縦断的調査デザインのもと, 今

回見出された発見事実について再検証することが

求められる｡

＊本研究の審査プロセスにおいて, 編集委員会ならびに匿名の

レフェリーの先生方から大変貴重かつ建設的なコメントを頂

きました｡ 記して, ここに感謝申し上げます｡ なお, 本研究

の一部は, 文部科学省科学研究費補助金・若手研究 B

(21730325 (代表 : 竹内倫和)) , 及び同・若手研究 B

(19730264 (代表 :竹内規彦)) の支援を受けております｡

1) 欧米の研究で検討されている job search behavior (職務

探索行動) は, 欧米の就職活動のコンテクストを踏まえたも

のであり, 日本では新卒予定者 (求職者) が行う就職活動

(あるいは, 求職活動) に該当する｡ したがって, job search

behavior の表現としては, 就職活動の方がわが国では一般

的であるが, 本論文中では job search behavior という欧米

の研究で用いられている原語に忠実な表現を用い, 職務探索

行動に統一して用いることとする｡

2) 新規参入者は, 新卒採用者と中途採用者を含む概念である

が, 本研究では新規参入者という用語を新卒採用者に限定し

て捉え, 用いる｡

3) 調査 1で用いられた測定尺度の具体的な項目は以下のとお

りである｡ 中核的自己評価 : ｢私は, 人生の中で自分にとっ

てふさわしい成功を獲得する自信がある｣ ｢何かに挑戦する

と, 大体私は成功するだろう｣ ｢私は仕事 (物事) をうまく

やり遂げる｣ ｢概して, 私は自分自身に満足している｣ ｢私は,

今後自分の人生で起こる様々な出来事に対して決定すること

ができる｣ ｢私は, 自分の様々な問題にうまく対処すること

ができる｣｡ キャリア探索行動 : (自己キャリア探索行動)

｢自分のこれまでの事柄と将来のキャリアとの結びつきをよ

く考えた｣ ｢ひとりの人間として自分がどういう人間なのか

をじっくりと考えた｣ ｢自分のキャリアについてこれまでの

ことを振り返って考えた｣ ｢自分のこれまでのことについて

じっくりと考えた｣ ｢自分の将来のキャリアとこれまで行っ

てきたことを新たに結びつけて考えた｣ (環境キャリア探索

行動) ｢特定の仕事や会社の情報を入手した｣ ｢自分の希望す

るキャリアについてよく知っている人達との会話を積極的に

行った｣ ｢自分の希望する職業の労働市場 (入りやすさや入

りにくさなど) に関する情報を集めた｣ ｢自分の興味のある

キャリア領域の情報を探した｣｡ 集中的職務探索行動 : ｢履

歴書やエントリーシートを会社に送った｣ ｢採用志願書を記

入した｣ ｢会社の就職面接を受けた｣ ｢学校の進路指導室 (キャ

リアセンター) や民間および公的な職業紹介機関に行った｣

｢就職の見込みのある会社に電話 (メール) をした｣｡

4) 中核的自己評価の測定にあたり, 本研究では多くの既存研

究 (e.g., Judge et al. 2003) と同様に本人による自己評定

方法を用いて測定している｡ 自己評定バイアスを避けるため

には, 上司や同僚などの他者評定を用いたパーソナリティ等

の個人差変数に対する測定の必要性が指摘され, ビッグファ

イブパーソナリティについては他者評定による妥当性検証が

行われている (e.g., Mount, Barrick & Strauss 1994)｡ し

かし, (1)本研究で扱う中核的自己評価に関して, 他者評定

の妥当性がまだ検証されていないこと, 及び(2)本研究の対

象者が入社直後の新卒採用者であり, 被験者のことを十分に

知らない上司や同僚等による他者評定では測定の妥当性を確

保することができない点が問題として挙げられる｡ したがっ

て, 本研究では自己評定方法を用いたが, 中核的自己評価の

他者評定方法に基づく検証は今後必要なことと考えられる｡

5) キャリア探索行動 2次元と集中的職務探索行動 1次元は,

それぞれ異なる構成概念であるため, 回答者による識別可能

性を明らかにするために, 探索的因子分析 (主因子法・バリ

マックス回転) を行った｡ その結果, 3 因子が抽出され, 構

成概念を測定する各質問項目が, それぞれ該当する構成概念

に高い因子負荷量を示していることが確認された｡ したがっ

て, キャリア探索行動 2次元と集中的職務探索行動 1次元は,

それぞれ異なる構成概念であることが明らかとなり, 以下の

分析では, それぞれの尺度得点が求められ分析に使用された｡

6) コントロール変数として, 本研究で設定した性別と学歴の

他に年齢が考えられる｡ しかし, 本研究では新卒採用者を対

象としているため, 学歴と年齢の間に極めて高い相関が確認

された (調査 1 : r＝.87, p＜.001; 調査 2 : r＝.86, p＜.001)｡

そこで, 年齢は学歴によって分散の大部分が説明されること,

及びそれ故分析において多重共線性の問題が顕在化する可能

性が高いことを考慮して, 年齢をコントロール変数から除外

した｡ 学歴の代わりに年齢をコントロール変数に設定して分

析を行ったが, 基本的に同様の結果が得られている｡ なお,

調査 2でも調査 1と同じコントロール変数を設定している｡

このことにより, 回答者における性別と学歴の違いといった

属人的要因の違いを一定にした上での結果を両調査結果は提

示していることになり, 調査 1及び調査 2の回答者の潜在的

な属人的要因の等質性を (部分的に) 保持していることを意

味する｡

7) 調査 1の仮説モデルに, 中核的自己評価から集中的職務探

索行動への直接効果を仮定したパスを 1つ追加し, 共分散構

造分析を行ったが, このパスは非有意であった｡

8) 調査 2においても, 調査 1と同様に回答者から信頼性の高

いデータを得るために, (1)調査者が直接訪問するとともに

回答された調査票の回収を行い, (2)回答データは研究目的

のみに使用され, 各所属企業は調査データに一切関与しない

こと, (3)個人の回答は一切特定されることはなく, 統計分

析は集団を単位としてなされることが回答者に伝えられ, 調

査回答への配慮を行った｡

9) 調査 2で用いられた測定尺度の具体的な項目は以下のとお

りである｡ キャリア探索行動 : (自己キャリア探索行動)

｢ひとりの人間として自分がどういう人間なのかをじっくり

と考えた｣ ｢自分のキャリアについてこれまでのことを振り

返って考えた｣ ｢自分のこれまでのことについてじっくりと

考えた｣, (環境キャリア探索行動) ｢自分の将来のキャリア

の可能性をしっかりと調べた｣ ｢自分の将来のキャリアの方

向を考えるのに役立ちそうな様々な催し物 (企画) に参加し

た｣ ｢自分の希望するキャリアについてよく知っている人達
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との会話を積極的に行った｣ ｢自分の希望する職業の労働市

場 (入りやすさや入りにくさなど) に関する情報を集めた｣｡

集中的職務探索行動 : ｢学校の進路指導室 (職業紹介) を使

用した｣ ｢履歴書やエントリーシートをたくさん送った｣ ｢就

職面接の典型的な質問についての本を読んで理解した｣ ｢典

型的な就職面接の質問に対する自分の考えを準備した｣｡

10) 調査 2で設定した個人のキャリア探索行動 2次元と集中的

職務探索行動1次元の質問項目に対して探索的因子分析を行っ

た｡ その結果, 3 因子が確認され, 構成概念を測定するため

の各質問項目が, 該当する構成概念に寄与していることが明

らかとなった｡ したがって, キャリア探索行動 2次元と集中

的職務探索行動 1次元はそれぞれ個別の概念として回答者に

捉えられていたことが明らかとなり, 以下各尺度の尺度得点

を算出し分析に使用された｡

11) 調査 2における媒介関係の検証は, 調査 1と同様の方法を

用いた｡

12) 調査 2の仮説モデルに, キャリア探索行動の 2次元から就

職活動結果 (内定企業数・会社満足度) への直接効果を仮定

したパスを 4つ追加し, 共分散構造分析を実施したが, これ

らのパスはすべて非有意であった｡
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